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?Abstract?
This paper is a study on core personnel development of Japanese Companies in Malaysia and Singapore. 
Core personnel represents the particular person that is selected as a main stream management personnel 
at the early stage of his/her business carrier and promoted relatively faster than others. He/She is 
expected to play a role in a company in the future.
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1.　はじめに：研究の目的
　本稿はマレーシアとシンガポールにおける日系
企業のコア人材育成を取り上げる。マレーシアと
シンガポールは，ASEAN・南西アジア 13 か国
（タイ，ベトナム，インドネシア，シンガポール，
マレーシア，フィリピン，ミャンマー，カンボジ
ア，ラオス，インド，バングラデシュ，パキスタ
ン）において，1人当たり国民所得（GNI）が上
位の 2か国である。シンガポールが 5万 4776 ド
ル，マレーシアは 1万 548 ドルで，高所得国（1
万 2616 ドル以上）入り間近である。カントリー
リスクは 8 ランク（A〜 H，Aが最高）中シン
ガポールが日本と並んでAランク，マレーシア
は 13 か国中シンガポールに次ぐCランクである。
　日系企業から見たビジネス上の課題も少ない。
『ASEAN・南西アジアのビジネス環境』1）から
表 0　ASEAN・南西アジアにおける日系企業の投資環境上の課題項目別
比較（上位 7項目）
マレーシアとシンガポールの順位
回答項目 順位 マレーシア シンガポール
1.人件費の高騰 6 2
2.行政手続きの煩雑さ（許認可など） 11 13
3.現地政府の不透明な政策運営 12 13
4.税制・税務手続きの煩雑さ 12 13
5.法制度の未整備・不透明な運用 11 13
6.インフラ（電力・物流・通信など）の未整備 11 13
7.労働力の不足・人材採用難 2 6
1
13か国の日系企業の課題上位7項目とそのマレー
シアとシンガポールの順位を見る（表 0）。
　マレーシアとシンガポールは 2番から 6番の行
政手続きの煩雑さ，現地政府の不透明な政策運営，
税制・税務手続きの煩雑さ，法制度の未整備・不
透明な運用，インフラの未整備等の項目では順位
が低い（11 位から 13 位で，問題がない）が，1
番の人件費の高騰（シンガポール 2位）や 7番の
労働力の不足・人材採用難（マレーシア 2位）で
は上位である（マレーシアはジョブホップが多く，
離職率が高いとされている）2）。これらを見る限
り，高所得国のシンガポールはもちろん，高所得
国一歩手前のマレーシアも，投資環境で先進国に
近づいていると考えられる。
　マレーシアには製造業を中心に 1400 社，シン
ガポールには 800 社日系企業が進出しているが，
海外における日系企業の経営に関しては以下のよ
うな課題が指摘されている。生産現場では有効な
内部育成・内部昇進，そして結果的に生じる遅い
昇進が，海外で敬遠され，せっかく育成してもす
ぐにやめてしまう。また，幹部候補の早期選抜・
育成も，日本企業の伝統的な人的資源管理になじ
まず，海外子会社人材の活用において日本企業が
欧米企業に後れを取る要因とされている 3）。また，
日本企業における人事面の現地化の遅れ，すなわ
ち日系企業では経営者層になれない（なりにく
い）ということが現地人スタッフの昇進に対する
不満となり，有能な人材の採用や定着に関する問
題を引き起こしていると言われている 4）。これら
の問題を解決するには，日本企業で行われている
HRMシステムを職能資格制度から職務等級制度
へ改革する必要があるとされている 5）。
　鈴木の 1997 〜 2001 年に行ったアジア 10 か
国・地域（中国，シンガポール，マレーシア，タ
イ，フィリピン，インドネシア，ベトナム，香港，
台湾，韓国）の日系企業の経営システムに関する
調査では，日系企業自身は業績・成果を重視した
処遇管理を実施しているつもりでも，実際は年功
序列型昇進・昇給制度が行われているという結果
が明らかとなった 6）。
　海外の日系企業が「将来中核を担うと目される
コア人材をどのように選抜・育成・登用している
か」を調査（以下，「コア人材育成に関する調査」
と呼ぶ）することにより，前述の日系企業の課題
である（1）内部昇進・内部育成となっているか，
（2）早期選抜・育成になっているか，（3）経営者
層へ登用しているかについて，さらに（4）課題
を解決するのに必要とされる職務等級制度は導入
されているかについて明らかにしようとした。
　日系企業のコア人材育成に関する調査を，現在
までに鈴木はアジアの 13 か国・地域で計 21 回
行った（シンガポール，マレーシア，タイ，中国，
インド，香港，台湾，韓国，フィリピン，インド
ネシア，ベトナム，ミャンマー，カンボジア）7）。
この調査により，現地国でどのような人的資源管
理を行うかは，日系企業が経営的に成功するか否
かにとって重要な要因であることが明らかとなっ
た。
　2002 年のマレーシアとシンガポールでの調査
から 14 年経過した 2016 年に，前回と同様の調査
を行った。本調査は，マレーシアとシンガポール
の日系企業の人材育成の現状を明らかにすること
にあるが，特に次の点に注力した。それは 14 年
前の 2002 年調査との比較である。前回調査で，
マレーシアとシンガポールはコア人材制度の受け
入れ度が 2点（どちらかというと受け入れる）を
上回り，比較的受け入れ度が高かった 8）。14 年
経過し，両国の経済成長は進み，シンガポールは
先進国入りし，マレーシアも先進国に近づいてい
る。ダイナミックな経済成長を続けるマレーシア
とシンガポールの日系企業の人材育成はどのよう
に変化しているのであろうか。前回調査と比較対
照することで，日系企業の能力・業績を重視し早
期選抜・登用する人事制度を実施するという方向
に向かっているか，また，日系企業の能力・業績
重視，早期選抜・登用はどの程度のものかを明ら
かにしたい。
2.　アンケート調査結果の概要
　今回のマレーシアとシンガポールにおける日系
企業に対する調査は，前回の調査と同様にアン
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ケート用紙を送付する形で行った。2016 年 8 月，
今回も前回の調査と同様に両国とも各 100 社へア
ンケート用紙を送付し，マレーシアでは 15 社，
シンガポールでは 12 社から回答を得た（以下，
調査年を明確にするため，16 年調査と略す）。な
お，2002 年の調査（以下，同様に 02 年調査と略
す）では，日系企業からマレーシアでは 15 社，
シンガポールでは 15 社の回答があった。マレー
シアとシンガポールにおける日系企業の状況の理
解の助けとするために，以前調査したアジア 13
か国の日系企業の平均（以下 13 か国平均と略す）
も併記する。
2.1.　進出企業の現状について
　まず，アンケートに回答してくれた企業の現状
を述べる。
　1.　進出企業の本社の業種
　マレーシアとシンガポールとも製造業が圧倒的
であるが，マレーシアで比率は大幅に減少してい
る（02 年調査 95.0％，16 年調査 79.9％）。16 年
調査の製造業で最も多かったのはマレーシアとシ
ンガポールとも機械関連製造業（マレーシア
53.3％，シンガポール 41.7％）で，2 位が素材関
連製造業（マレーシア 13.3％，シンガポール
33.3％。マレーシアは消費関連製造業も同率2位）
である。16 年調査はアジア 13 か国平均（機械関
連製造業 43.4％）と比べると，機械関連製造業の
比率がマレーシアはやや高く，シンガポールはア
ジア 13 か国平均並みである。3位はマレーシア
が卸・小売り業（6.7％）でほぼ 13 か国平均並み
（6.2％）である（シンガポールは 0％）。シンガ
ポールは運輸・通信業が 3位である（16.7％，ア
ジア 13 か国平均は 5.0％）である（表 1）。
　2-1.　本社の企業規模（従業員数）
　進出企業本社の規模を従業員数で見ると，マ
レーシアとシンガポールとも 2回の調査で 300 人
以上の企業が半数以上を占めており，大企業の比
率が高い。しかし，02 年調査と比べマレーシア
は大幅減，シンガポールは逆に大幅増である。ア
ジア 13 か国平均は 300 人以上の企業が 77.2％で，
シンガポール 16 年調査企業の本社は規模が大き
いと言える（表 2-1）。
　2-2.　海外子会社数
　多国籍企業の目安の 1つである海外子会社を 5
表 1　本社の業種（％）
マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
1.消費関連製造業 13.3 5.0 0 3.7 18.7
2.素材関連製造業 13.3 15.0 33.3 25.9 14.7
3.機械関連製造業 53.3 75.0 41.7 40.7 43.4
4.卸売・小売業 6.7 5.0 0 3.7 6.2
5.金融・保険業 0 0 0 0 1.3
6.建設・不動産業 0 0 8.3 0 3.4
7.情報・メディア業 0 0 0 0 1.5
8.サービス・飲食店業 6.7 0 0 0 1.1
9.運輸・通信業 6.7 0 16.7 0 5.0
10.エネルギー関連業 0 0 0 0 1.0
11.その他 0 0 0 25.9 2.9
表 2-1　本社規模（従業員数，％）
マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
300 人未満 46.7 14.3 8.3 25.9 22.8
300 人以上 53.3 85.7 91.7 74.1 77.2
表 2-2　海外子会社数　マレーシア，シンガポール 16年調査（社数）
1 社 2 〜 4 社 5 〜 9 社 10 社以上
マレーシア 1 5 6 3
シンガポール 0 0 3 9
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社以上有する企業はマレーシアは 9社で，回答の
あった企業での比率は 60.0％である。シンガポー
ルは 12 社すべてで 100％である。16 年調査では
多国籍企業としての要素をクリアする企業が多い
（表 2-2）。
　3.　現地子会社設立年
　前回調査から 14 年経過したが，設立年数 10 年
以下の新しい企業は，マレーシア，シンガポール
とも 02 年調査より 16 年調査は比率が低下した
（マレーシア 19.1％から 13.3％へ，シンガポール
は 3.7％から 0％へ）。アジア 13 か国の設立年数
10 年以下の平均は 40.9％である。マレーシア，
シンガポールとも設立年数 10 年以下の新しい企
業は少ない（表 3）。
　4.　現地子会社の企業形態
　マレーシアは 02 年調査では合弁企業が 61.9％
（内訳は多数合弁 47.6％，少数合弁 14.3％）で，
単独出資の比率が低かった（33.3％）が，16 年調
査では単独出資が 73.3％と大きく増加し，合弁企
業の比率が 26.6％（内訳は多数合弁，少数合弁と
も 13.3％）へ減少している。シンガポールは 02
年調査でも単独出資が圧倒的（74.1％）であった
が，16 年調査では単独出資がさらに増えて
100％となった。アジア 13 か国の単独出資の平
均は 66.2％で，16 年調査のマレーシア，シンガ
ポールの進出形態は，単独出資がアジア 13 か国
の平均よりかなり多い（表 4）。
　5.　現地への進出目的（1位を 3点，2位を 2点，
3位を 1点として合計点を計算し，各項目
の合計点に占める割合を算出した）
　16 年調査では，マレーシアは 1 位現地市場
（32.9％），2 位安価な労働力（27.8％），3 位第三
国への輸出（21.5％），4位法的・税制等の優遇措
置（10.1％）で，ここまでが 10％以上である。
シンガポールは 1位現地市場（31.9％），2位が同
率で第三国への輸出と法的・税制等の優遇措置
（20.8％）で，ここまでが 10％以上である。アジ
ア 13 か国の平均は，1 位現地市場（32.4％），2
位安価な労働力（24.7％），3位本社等関連企業と
の関係（14.2％），4 位第三国への輸出（11.8％），
5位法的・税制等の優遇措置（8.1％）である。16
年調査は，マレーシアは 1位と 2位は平均とほぼ
同様であるが，第三国への輸出と法的・税制等の
優遇措置がやや多い。シンガポールは 1位のみ同
表 3　現地子会社　設立年（％）
マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
11 年以上前 86.7 80.9 100 96.3 59.1
6 〜 10 年前 0 14.3 0 3.7 17.1
5 年以内 13.3 4.8 0 0 23.8
表 4　現地子会社　企業形態（％）
マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
多数合弁 13.3 47.6 0 18.5 23.2
少数合弁 13.3 14.3 0 0 7.3
単独出資 73.3 33.3 100 74.1 66.2
その他 0 4.8 0 7.4 3.0
表 5　進出目的（％）
マレーシア 16 年 シンガポール 16 年 13 か国平均
1.安価な労働力 27.8 8.3 24.7
2.現地市場 32.9 31.9 32.4
3.第三国への輸出 21.5 20.8 11.8
4.逆輸入 2.5 2.8 3.8
5.本社等関連企業との関係 5.1 8.3 14.2
6.法的・税制等の優遇措置 10.1 20.8 8.1
7.情報収集 0 6.9 5.6
8.その他 0 0 1.1
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様で，安価な労働力と本社等関連企業との関係が
少なく，第三国への輸出と法的・税制等の優遇措
置がかなり多い。前回 02 年調査は，現地への進
出目的を質問していない（表 5）。
　6-1.　現地子会社の企業規模（従業員数）
　現地子会社の企業規模を従業員数で見ると，マ
レーシアは 300 人以上の大規模な企業が 16 年調
査は 02 年調査よりやや増えて半数を超えている
（02 年調査 53.3％，16 年調査 52.4％）。シンガ
ポールは 16 年調査は 02 年調査より 10％以上増
えた（02 年調査 22.2％，16 年調査 33.3％）が，
まだ 3分の 1 である。アジア 13 か国の平均は，
300 人以上の企業が 36.7％なので，マレーシアは
平均より多い（表 6-1）。
　6-2.　ホワイトカラー従業員数別企業数（16 年
調査）
　現地子会社をホワイトカラー従業員数別に見る
と，マレーシアは 1 〜 9 人の企業が 2 社，10 〜
19 人の企業が 3社，20 〜 29 人の企業が 1社，30
〜 39 人の企業が 0社，40 〜 49 人の企業が 0，50
〜 99 人の企業が 3 社，100 人以上の企業が 5 社
（未記入 1 社）で 1 社平均は 210.5 人である。シ
ンガポールは 1〜 9 人の企業が 0，10 〜 19 人の
企業が 2 社，20 〜 29 人の企業が 0，30 〜 39 人
の企業が 0，40 〜 49 人の企業が 1，50 〜 99 人の
企業が 2社，100 人以上の企業が 6社（未記入 1
社）で 1 社平均は 125.9 人である。ホワイトカ
ラーが 1ケタしかいない企業は 0（0％）で，マ
レーシア，シンガポールとも 2015 年度に調査し
たインドネシア，ベトナム，インドの日系企業に
比べて，ホワイトカラーの人数が多い（表 6-2）。
　6-3.　役員・管理職における日本人が過半数の
企業の比率
　16 年調査の役員および管理職において日本人
が過半数となっている企業の比率を見ると，マ
レーシアの役員では日本人が過半数となっている
企業が 73.3％を占めている。管理職クラスでは日
本人が過半数となっている企業は 14.3％である。
シンガポールの役員では日本人が過半数となって
いる企業が 91.7％を占めている。管理職クラスで
は日本人が過半数となっている企業は 0である。
アジア 13 か国の平均は，役員クラスで 85.5％，
管理職クラスで 27.9％である。シンガポールは役
員ではやや現地化が進んでいないが，マレーシア
では役員・管理職とも，シンガポールは管理職で
アジア 13 か国の平均より現地化が進んでいると
考えられる（表 6-3）。
　7.　現地子会社へ移譲されている権限（全くな
いを 0点，あまりないを 1点，どちらかと
いうと多いを 2点，非常に多いを 3点とし，
回答企業の平均をとった）
　16 年調査で最も委譲度の高いものは，人件費
総額（マレーシア 2.73，シンガポール 2.58。以下
同様に前にマレーシアの，後にシンガポールの数
表 6-2　マレーシア，シンガポール日系企業におけるホワイトカラーの人数別企業数（2016 年）
表 6-3　役員・管理職において日本人が過半数を占める会社の比率（2016 年，％）
マレーシア 16 年 シンガポール 16 年 13 か国平均
役員 73.3 91.7 85.5
管理職 14.3 0 27.9
表 6-1　現地子会社の企業規模（従業員数，％）
マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
300 人未満 46.7 47.6 66.7 77.7 63.2
300 人以上 53.3 52.4 33.3 22.2 36.7
人数 1〜 9 10 〜 19 20 〜 29 30 〜 39 40 〜 49 50 〜 99 100 以上 平均
マレー
シア
社数 2 3 1 0 0 3 5 210.5
％ 14.3 21.4 7.1 0 0 14.3 35.7
シンガ
ポール
社数 0 2 0 0 1 2 6 125.9
％ 0 18.2 0 0 9.1 18.2 54.5
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値を記す），次に生産販売量の決定（2.47，2.27），
現地広報活動（2.40，2.42）で，2 点を上回る項
目はこの 3つである。一方，委譲度の低いものは
現地法人の役員人事（1.27，1.42）の他は，マレー
シアは固定資産の購入・処分（1.27），シンガポー
ルは利益処分・再投資（1.33）である。アジア 13
か国の平均で，委譲度の 2点を超える高い項目は
人件費総額，生産販売量の決定，現地広報活動，
固定資産の購入・処分の 4つあり，低い項目は新
事業の企業化，現地法人の役員人事である。16
年調査は，権限の移譲度が低い項目がアジア 13
か国の平均とやや異なると思われる（表 7）。
2.2.　コア人材の育成について
　ここからは回答企業が，ホワイトカラーの中か
らコア人材の育成にどのように取り組んでいるか
を，（1）コア人材の充足度，（2）採用方法（内部
昇進・内部育成に関わる）・選抜要件・決定時期
（早期選抜・登用に関わる），（3）昇進させる職位
（経営者層への昇進ができるかに関わる）と必要
な職種，（4）育成施策の実施率とキャリア形成の
パターン（職務給制度の採用と関わる），（5）定
着施策，（6）コア人材制度の評価と受け入れ度の
順に見る。
　8.　コア人材の充足度について（かなり不足を
－2点，やや不足を－1点，十分であるを 0
点，やや余剰を 1点，かなり余剰を 2点と
し，回答企業の平均をとった）
　マレーシアは 02 年調査は－0.90 であったが 16
年調査では－1.07 で，シンガポールは 02 年調査
は－0.80 であったが 16 年調査では－1.58 で，と
もに 02 年調査よりも不足感は強まり，シンガ
ポールはアジア 13 か国平均の－1.28 よりも不足
感は強い（表 8）。
　9-1.　採用方法について（選択肢 8，全くない
を 0点，あまりないを 1点，どちらかと
いうと多いを 2点，非常に多いを 3点と
し，回答企業の平均をとった）
　コア人材の採用方法は，16 年調査でマレーシ
アの 1 位は新聞・求人雑誌等による採用（1.40），
2 位は職業紹介機構を通じての採用（1.33）で 02
年調査から変化しなかった（社員による紹介も同
率 2位）が，8つの選択肢のうち中位数の 1.5 点
を超えるものはない。シンガポールの 1位は職業
紹介機構を通じての採用（2.33）で，2 位は本社
からの派遣・出向（1.90）である。マレーシアは
他社からヘッドハント，本社からの派遣・出向，
関連企業等からの出向・転籍は少なく，アンケー
ト調査から見ると，内部育成が主であると考えら
れる。シンガポールは他社からヘッドハント，関
連企業等からの出向・転籍は少ないが，本社から
の派遣・出向が多いのが特徴的である。アジア
13 か国平均を見ると，1位は職業紹介機構を通じ
ての採用（1.67），2位は新聞・求人雑誌等による
採用（1.36）である。本社からの派遣・出向
（0.90）と他社からヘッドハント（0.73），関連企
業等からの出向・転籍（0.51）は，アジア 13 か
国平均でも少ない（表 9-1）。
表 8　現地コア人材の充足度
表 7　現地子会社としての権限
現地法人のもつ権限 マレーシア 16 年 シンガポール 16 年 13 か国平均
1.人件費総額の決定 2.73 2.58 2.64
2.固定資産の購入 ･処分 1.27 1.92 2.00
3.生産販売量の決定 2.47 2.27 2.31
4.利益処分・再投資 1.87 1.33 1.57
5.貸付 ･ 借入 ･債務保証 1.73 1.95 1.33
6.現地法人の役員人事 1.27 1.42 1.20
7.新事業の企業化 1.47 1.50 1.18
8.現地広報活動 2.40 2.42 2.05
マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
－1.07 －0.90 －1.58 －0.80 －1.28
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　9-2.　コア人材の選抜要件（選択肢 11，うち 3
つを回答。1位を 3点，2位を 2点，3位
を 1点として合計点を計算し，各項目の
合計点に占める割合を算出した）
　選抜要件は 16 年調査では 1位リーダーシップ
（マレーシア 27.5％，02 年調査と比べ－0.1％，シ
ンガポール 25.0％，－2.4％。以下同様に前にマ
レーシアの，後にシンガポールの数値を記す），2
位実行力（15.3％，－7.1％，19.4％，＋ 5.7％），
マレーシアの 1位と 2 位は 02 年調査と順位が変
わらないが，2 位の比率は変化した。3 位はマ
レーシアは問題解決力（14.3％，－1.2％），シン
ガポールは社内外での過去の実績（13.9％，＋
8.4％）である。他に 10％以上のものは人柄（マ
レーシア），専門性（シンガポール）だけである。
選抜要件のアジア 13 か国の平均は，1位リーダー
シップ，2位実行力，3位問題解決力である（表
9-2）。
　10-1.　コア人材選抜の決定時期（選択肢 5，う
ち 1つ回答）
　コア人材選抜の決定時期は，マレーシアは 1位
が入社後 3〜 5年（33.3％），2位は入社後 5年以
上（26.6％），3 位は入社時（20.0％），以下入社
後 1 〜 3 年（13.3％），入社後 1 年以内（6.7％）
である。コア人材として選抜するまでに入社後 3
年以上かけている企業が 59.9％で，入社後 3年以
内に選抜する企業は 40.0％である。シンガポール
は 1位が入社後 5 年以上（50.0％）で，2 位は入
社後 3 〜 5 年（33.3％），3 位は入社後 1 〜 3 年
（16.7％），入社時と入社後 1年以内は 0％である。
コア人材として選抜するまでに入社後 3年以上か
けている企業が 83.3％で，入社後 3年以内に選抜
する企業は 16.7％である。アジア 13 か国の平均
では，入社後 3年以上かけている企業が 61.3％で，
入社後 3年以内に選抜する企業は 38.7％なので，
16 年調査のマレーシアは平均的であるが，シン
ガポールは平均よりかなり遅い選抜である（表
10-1）。
　10-2.　コア人材選抜の最終決定者（選択肢 5，
うち 1つ回答）
　コア人材選抜の最終決定者は，2回の調査とも
現地子会社の社長・役員が 6割近くから 8割以上
表 9-2　コア人材の選抜要件（％）
表 9-1　現地コア人材の採用方法
採用方法 マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
1.新規学卒者の定期採用 0.67 0.90 1.00 0.60 0.93
2.新聞・求人雑誌等による採用 1.40 1.90 1.42 1.70 1.36
3.職業紹介機構を通じての採用 1.33 1.60 2.33 1.20 1.67
4.他社からヘッドハント 0.60 0.90 1.20 0.90 0.73
5.本社からの派遣・出向 1.13 0.20 1.90 0.20 0.90
6.関連企業等からの出向・転籍 0.27 1.20 0.64 0.80 0.51
7.社員による紹介 1.33 1.20 1.64 0.80 1.10
8.インターネットによる採用 1.20 0.50 1.11 0.40 1.00
選抜要件 マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
1.語学力 3.3 0 2.8 0 8.0
2.学歴（含資格，学位） 1.1 0 4.2 1.4 2.7
3.社内での実績 7.7 10.9 5.6 15.1 10.1
4.社内外の過去の実績 6.6 1.7 13.9 5.5 6.8
5.将来性 4.4 3.4 1.4 2.7 4.8
6.人柄 13.2 1.7 9.7 1.4 9.5
7.リーダーシップ 27.5 27.6 25.0 27.4 19.6
8.実行力 15.3 22.4 19.4 13.7 14.5
9.専門性 6.6 3.4 12.5 6.9 8.5
10.問題解決力 14.3 15.5 5.6 17.8 13.0
11.洞察力 0 13.8 0 8.2 2.7
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を占めて圧倒的であるが，両国とも減少している
（マレーシア 02 年 81.2％，16 年 72.2％。シンガ
ポール 02 年 84.0％，16 年 61.5％）。特に，シン
ガポールは 22.5％もの大幅減少である。現地子会
社直属上司が増加している（マレーシア 0％から
11.1％。シンガポール 4.0％から 15.4％）。アジア
13 か国の平均も子会社の社長・役員が圧倒的で
ある（81.1％）（表 10-2）。
　11-1.　昇進させる職位（選択肢 4，全くないを
0点，あまりないを 1点，どちらかとい
うと多いを2点，非常に多いを3点とし，
回答企業の平均をとった）
　昇進させる職位は，16 年調査も子会社部長ク
ラスまでが圧倒的（マレーシア 1.93，シンガポー
ル 2.75）であることに 02 年調査から変動はない
が，シンガポールは子会社役員クラスが大幅に増
加し（1.92，＋ 0.92），「どちらかというと多い」
の 2 点に近づいている。子会社社長（1.09，＋
0.69）と本社役員クラス（0.36，＋ 0.36）に昇進
させる比率も大幅に増加した。アジア 13 か国の
平均も子会社部長クラスが圧倒的で（2.36），マ
レーシアは子会社役員クラスと本社役員クラスが
やや増加し，アジア 13 か国の平均と近い（表
11-1）。
　11-2.　コア人材を必要とする職種（選択肢 6，
全く必要としないを 0 点，あまり必要
としないを 1 点，どちらかというと必
要とするを 2点，非常に必要とするを 3
点とし，回答企業の平均をとった）
　必要とする職種は，マレーシア，シンガポール
とも生産・技術が低下している（マレーシアで 1
位から 2位，シンガポールで 1位から 4位）。一
方で，マレーシアで財務・経理と総務・人事が上
昇し，シンガポールで営業が上昇している。アジ
ア 13 か国の平均は，1位は製造業が多いため生
産・技術（2.35）で，2 位が現地当局との折衝が
必要な財務・経理（2.20），3 位は総務・人事
（1.95）で，4位が営業である（1.90）（表 11-2）。
　12-1.　コア人材育成の施策（選択肢 4，全く実
施していないを 0 点，あまり実施して
いないを 1 点，どちらかというと実施
しているを 2 点，大いに実施している
を 3点とし，回答企業の平均をとった）
　コア人材育成の施策の 1位は「コア人材を意識
表 10-2　コア人材の対象者を最終的に決定するもの（％）
表 10-1　コア人材の対象者を最終的に決定する時期（％）
決定する時期 マレーシア 16 年 シンガポール 16 年 13 か国平均
1.入社時 20.0 0 8.8
2.入社後 1年以内 6.7 0 8.4
3.入社後 1〜 3年 13.3 16.7 21.5
4.入社後 3〜 5年 33.3 33.3 28.2
5.入社後 5年以上 26.6 50.0 33.1
決定するもの マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
1.現地子会社直属上司 11.1 0 15.4 4.0 8.1
2.現地子会社人事部門 5.6 5.3 7.7 4.0 4.1
3.現地子会社の特別委員会 5.6 0 7.7 4.0 2.0
4.現地子会社社長 ･役員 72.2 81.2 61.5 84.0 81.1
5.本社人事部 5.6 10.5 7.7 4.0 5.5
表 11-1　コア人材を昇進させる職位
昇進させる職位 マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
1.子会社部長クラス 1.93 2.20 2.75 2.00 2.36
2.子会社役員クラス 1.13 0.90 1.92 1.00 1.07
3.子会社社長 0.27 0.40 1.09 0.40 0.42
4.本社役員クラス 0.13 0 0.36 0 0.13
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したキャリア形成」で , マレーシア 1.71，シンガ
ポール 2.00 である。他の項目で 1.5 点を超えてい
るものはない。今回の調査でも「コア人材を意識
したキャリア形成」以外のコア人材育成策の実施
率は高くないと考えられる。アジア 13 か国の平
均で 1.5 点を超えているものはなく，1位の「コ
ア人材を意識したキャリア形成」でも1.41である。
アジア 13 か国のコア人材育成策の実施率は高い
とは言えないなかで，シンガポールで「コア人材
を意識したキャリア形成」がどちらかというと実
施しているの 2点を超えているのは注目に値する
（表 12-1）。
　12-2.　キャリア形成パターン（図 1，選択肢 3，
「今まで」と「今後」で 1つずつ回答）
　キャリア形成パターンはマレーシア，シンガ
ポールとも変わった。02 年調査では，マレーシ
アは今まで 1位であったパターン 2（一定年齢ま
でに一つの職務で専門性を身につけ，その分野の
プロフェッショナルを育成するキャリア）が大幅
に減り，最も少なくなる（61.9％から 19.0％へ）。
今後は 3位だったパターン 1（一定年齢までに幅
広い職務を経験し，将来の中核となる人材を育成
するキャリア）が最も多くなる（9.5％から
47.6％へ）。16 年調査では，マレーシアは今まで
1位だったパターン 2がやや減少し，今後は 2位
となり，3位だったパターン 1が最も多くなる。
表 12-1　コア人材の育成施策
表 11-2　コア人材を必要とする職種
職種 マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
1.営業 1.87 1.70 2.83 1.70 1.90
2.総務・人事 2.13 1.60 2.17 1.30 1.95
3.財務・経理 2.33 1.80 2.42 1.60 2.20
4.開発・設計 1.40 1.70 1.67 1.20 1.65
5.生産・技術 2.20 2.20 1.83 2.00 2.35
6.法務・特許 1.00 0.40 1.25 0.50 1.22
育成施策 マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
1.社外の研修機関（含大
学）への派遣
0.87 1.50 1.00 1.10 1.04
2.本社へ出向させ上位の
職務を経験させる
1.07 1.00 0.82 0.10 1.11
3.コア人材を意識した能
力開発プログラム
1.40 1.20 1.33 1.20 1.21
4. コア人材を意識した
キャリア形成
1.71 1.40 2.00 1.40 1.41
図１　コア人材のキャリア形成のパターン
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2 位だったパターン 3（一定年齢まで狭い範囲の
職務を経験し，企業内スペシャリストを育成する
キャリア）が，今後はやや減り 3 位となる
（40.0％から 26.7％へ）。シンガポールは 02 年調
査では，今まで 1位だったパターン 2が 2位とな
り，2位だったパターン 3が 1 位となったが，16
年調査では 02 年調査のマレーシアと同様となり，
職務給と関わるパターン 2を大きく減少させてい
る。アジア 13 か国の平均パターンは，16 年調査
のシンガポールと同様である（表 12-2）。
　13.　コア人材を定着させるための施策（選択
11，全く有効でないを 0 点，あまり有効
でないを 1 点，どちらかというと有効で
あるを2点，非常に有効であるを3点とし，
回答企業の平均をとった）
　定着施策で有効なものは，マレーシア，シンガ
ポールとも 2回の調査で 1位が給与・賞与の反映
幅の拡大，2位が昇進・昇格のスピード，3位裁
量権の拡大，4 位能力開発の機会の拡充である
（02 年調査のマレーシアのみ 3位能力開発の機会
の拡充，4位裁量権の拡大である）。以下は異な
り，16 年調査 5 位はマレーシアで報奨金・奨励
金制度（2点以上はこの 5つ），シンガポールで
福利厚生の充実である。福利厚生の充実が 7位か
ら 5位に順位を上げている。アジア 13 か国の平
均は 1位給与・賞与の反映幅の拡大，2位昇進・
昇格のスピード，3位裁量権の拡大，4位能力開
発の機会の拡充で，マレーシア，シンガポールと
同様である（表 13）。
　14.　コア人材制度の評価（選択肢 12，違うを
0点，やや違うを 1点，まあそうだを 2点，
そのとおりを 3 点とし，回答企業の平均
をとった）
　選択肢の 1番から 5番はプラス評価に関するも
ので，6番から 12 番はマイナス評価に関するも
のなので両者を分けて述べる。
　（1）プラス評価に関して　16 年調査はマレー
シア，シンガポールとも 1位が「人材が流動化す
る中で有効な人材育成のシステムである」で，マ
レーシアは「限られた資源を有効に活用するシス
テムである」も同率 1位で，シンガポールは「能
力があるものを魅きつけるシステムである」が同
率 1位である。2点未満は「ホワイトカラーの選
抜に有効なシステムである」だけで，2点以上は
4つあり，コア人材制度への評価が高いと思われ
る（表 14-1）。
表 13　コア人材を定着させる施策
表 12-2　コア人材のキャリア形成のパターン（％）
マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
今までパターン 1 13.3 9.5 25.0 22.2 18.2
パターン 2 46.7 61.9 41.7 51.9 48.6
パターン 3 40.0 28.6 33.3 25.9 33.6
今後　パターン 1 40.0 47.6 58.3 22.2 40.0
パターン 2 33.3 19.0 16.7 33.3 26.5
パターン 3 26.7 33.3 25.0 44.4 33.8
定着施策 マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
1.給与・賞与の反映幅拡大 2.50 2.40 2.33 2.30 2.49
2.昇進 ･ 昇格のスピード 2.36 2.20 2.33 2.20 2.26
3.能力開発機会の拡充 2.21 1.70 1.83 1.60 1.99
4.裁量権の拡大 2.27 1.60 2.25 1.80 2.00
5.報奨金 ･奨励金制度 2.07 1.20 1.55 1.00 1.75
6.ストックオプション制度 0.92 0.20 0.50 0.30 0.73
7.社内公募制 1.14 0.30 1.00 0.30 0.82
8.表彰制度 1.53 1.10 1.55 1.00 1.56
9.福利厚生の充実 1.67 1.30 1.67 0.80 1.72
10.その他 0 0 0 0 0
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　（2）マイナス評価に関して　16 年調査の上位
はマレーシア，シンガポールとも 1位が「コア人
材の要件を満たす人材が少ない」で，他に「コア
人材の育成に費用や時間がかかる」（マレーシア 2
位，シンガポール 3位）と「選抜のための基準作
りや評価が難しい」（マレーシア 3位，シンガポー
ル 2位）である。2点以上はこの 3つで，02 年調
査とは数値は変わっているが，上位３つは変わっ
ていない。シンガポールで「人間関係がギクシャ
クする」は少ない（1.09）（表 14-2）。
　15.　コア人材制度という考え方の受け入れに
ついて（全く受け入れられないを 0 点，
あまり受け入れられないを 1 点，どちら
かというと受け入れられるを 2 点，大い
に受け入れられるを 3 点とし，回答企業
の平均をとった）
　（1）コア人材制度の受け入れについて，02 年
調査と比べるとマレーシアが 0.10 上昇し 2.20，
シンガポールも 0.22 上昇し 2.42 となり，アジア
13 か国の日系企業の平均 2.09 を上回った（表
15-1）。
　16 年調査企業のコア人材制度の受け入れにつ
いて設立年数別，ホワイトカラーの人数別，コア
人材の決定年数別にみると，
　（2）設立時期別では，マレーシアは 11 年以上
が 2.15 で，6 〜 10 年は社数 0，5 年以内は 2.50
（2 社のみ）とばらつきがある。シンガポールは
設立時期が 11 年以上のみである。したがって，
設立時期別の受け入れ度について，傾向は明らか
にできない（表 15-2）。
　（3）ホワイトカラーの人数別では，マレーシア
は 1 〜 9 人が 2.50，10 〜 19 人が 2.00，20 〜 29
人が 3.00，30 〜 49 人が 0社，50 人〜 99 人が 2.25，
100 人以上が 2.20 である。ただし，1 〜 9 人が 2
表 14-2　コア人材制度の評価　マイナス評価
表 14-1　コア人材制度の評価　プラス評価
マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
1.世の中の変化に対応できるシ
ステムである
2.21 2.00 2.42 2.40 2.12
2.限られた資源を有効に活用す
るシステムである
2.29 2.10 2.45 2.30 2.31
3.人材が流動化する中で有効な
人材育成のシステムである
2.29 2.30 2.50 2.10 2.27
4.ホワイトカラーの選抜に有効
なシステムである
1.71 1.50 1.82 1.70 1.85
5.能力があるものを魅きつける
システムである
2.21 2.40 2.50 2.30 2.34
マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
6.選抜のための基準作りや評価
が難しい
2.50 2.50 2.64 2.10 2.33
7.コア人材として選抜されたも
のへの負担が大きい
1.86 1.10 1.91 1.00 1.52
8.コア人材の育成に費用や時間
がかかる
2.57 2.50 2.42 1.90 2.30
9.コア人材の要件を満たす人材
が少ない
2.71 2.40 2.75 2.00 2.44
10.コア人材以外の社員のモチ
ベーションが失われる
1.54 1.30 1.73 1.00 1.37
11.人間関係がギクシャクする 1.62 1.20 1.09 0.60 1.20
表 15-1　コア人材制度の受け入れ度
マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
2.20 2.10 2.42 2.20 2.09
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社，10 〜 19 人が 3 社，20 〜 29 人 1 社と少ない。
そこで 49 人以下の 6社をまとめると 2.33 で，50
人以上（7社）が 2.21 である。ホワイトカラーの
人数が多くなるほど却って受け入れ度が低くなっ
ている。シンガポールは 1 〜 9 人が 0，10 〜 19
人が 3.00，20 〜 29 人が 0，30 〜 49 人が 2.00，
50 人〜 99 人が 2.33，100 人以上が 2.20 である。
ただし，10 〜 19 人が 2 社，30 〜 49 人 1 社でや
はり少ない。同様に 49 人以下の 3社をまとめる
と 2.67 で，50 人以上（8 社）が 2.25 である。マ
レーシアと同様にホワイトカラーの人数が多くな
るほど却って受け入れ度が低くなっている（表
15-3）。
　（4）コア人材の決定年数別では，マレーシアは
入社時 2.33，入社後 1 年以内 2.00（ただし 1 社），
同 1〜 3 年が 2.00，同 3 〜 5 年が 2.40，同 5 年以
上が 2.25 である。入社後 3年未満（2.17）と 3 年
以上（2.33）を比べると，決定年数が遅い企業の
方が受け入れ度が高くなっている。シンガポール
で入社時と入社後 1年以内は決定している企業は
なかった。同 1〜 3年が 2.50，同 3 〜 5 年が 2.50，
同5年以上が2.33である。入社後3年未満（2.50）
と 3 年以上（2.40）を比べると，決定年数が早い
企業の方が受け入れ度が少し高くなっている（表
15-4）。
　設立時期別，ホワイトカラーの人数別，コア人
材の決定年数別に第 1回目の調査と第 2回目の調
査を比較すると，中国とベトナムは設立年数が長
くなるほど受け入れ度が高くなった 9）。一方，イ
ンドでは傾向的にはホワイトカラーの人数が多く
なるほど，また決定年数が早くなるほど受け入れ
度が高くなっている 10）。インドネシア，韓国，
タイ 11）ではいずれの傾向も特にない。
　（5）コア人材制度の受け入れについての各回
表 15-4　コア人材制度の決定時期別受け入れ度
（マレーシア，シンガポール日系企業 16 年調査）
表 15-3　コア人材制度のホワイトカラーの人数別受け入れ度（マレーシア，シンガポール日系企業 16年調査）
ホワイトカラーの人数
マレーシア シンガポール
社数 受け入れ度 社数 受け入れ度
1〜 9 2 2.50 0
10 〜 19 3 2.00 2 3.00
20 〜 29 1 3.00 0
30 〜 49 0 1 2.00
50 〜 99 2 2.25 3 2.33
100 以上 5 2.20 5 2.20
無回答 2社 無回答 1社
マレーシア シンガポール
社数 受け入れ度 社数 受け入れ度
入社時 3 2.33 0
入社後 1年以内 1 2.00 0
入社後 1〜 3年 2 2.00 2 2.50
入社後 3〜 5年 5 2.40 4 2.50
入社後 5年以上 4 2.25 6 2.33
複数回答 1社 該当なし 1社
表 15-2　コア人材制度の設立年数別受け入れ度（マレーシア，シンガポール日系企業 16年調査）
進出時期
社数別受入度 マレーシア シンガポール
社数 受け入れ度 社数 受け入れ度
11 年以上 13 2.15 12 2.42
6 〜 10 年 0 0
5 年以内 2 2.50 0
『和光経済』第 51 巻第 1号12
別・国別比較
　1回目の調査と 2回目を比較すると，4つのパ
ターンに分類できる。
　① 1回目が受け入れ度が低く，2回目は大幅に
受け入れ度が上昇した国（中国，ベトナム），②
1回目が受け入れ度が低く，2回目は受け入れ度
が微増した国（韓国，インドネシア），③ 1回目
が受け入れ度が高く，2回目は大幅に受け入れ度
が下落した国（インド，タイ），④ 1回目が受け
入れ度が高く，2回目は受け入れ度が微増した国
（マレーシア，シンガポール）。③に該当するイン
ドとタイは，前回調査に比べ合弁企業の比率が下
がった。インドは 78.6％から 26.3％へ，タイは
63.7％から 14.3％へそれぞれ低下した。前回調査
に比べ受け入れ度が低下したのは，単独出資の比
率が増えた分，年功序列的な日本企業の経営方法
の影響が強まったと考えられる。一方，マレーシ
アは合弁企業の比率が下がったが，受け入れ度が
上昇している（表 15-5）。
3.　ヒアリング調査結果の概要
　ヒアリング調査は，事前に実施したアンケート
調査に協力してくれた企業群の中からマレーシア
で 2 社，シンガポールで 3 社を対象に 2016 年 8
月に実施した。
　実施した企業は地域別では，マレーシアは 2社
ともクアラルンプールの郊外である。A社は自
動車で約 1時間のラワン工業団地，B社は同 2時
間のポートクラン工業団地にある。シンガポール
は，2 社がジュロン工業団地（C，E 社），1 社
（D社）がチャンギー国際空港近辺である。
　1.　業種
　マレーシアは 2社とも製造業（100％）で，機
械関連製造業（A社）と消費関連製造業（B社）
である。製造業が多いのはアンケート調査と同様
である。シンガポールは，ジュロン工業団地に入
居している 2 社（C，E社）が製造業（66.7％，
ともに機械関連製造業），チャンギー国際空港近
辺にある 1社（D社）が運輸・通信業（物流業）
である。シンガポールでも製造業が多いのはアン
ケート調査と同様である。
　2.　現地子会社設立年
　マレーシアは2社とも設立11年以上である（B
社は 35 年）。11 年以上の企業の比率は 100％で
アンケート（86.7％）より高い。シンガポールは
アンケートに回答した企業がすべて設立 11 年以
上なので，当然 3社とも 11 年以上である（E社
は 39 年）。
　3.　現地子会社の企業形態
　マレーシアは 1社が日本側の単独出資で，もう
1 社は少数合弁である。単独出資の比率はアン
ケート（73.3％）よりも低い。シンガポールはア
ンケートに回答した企業がすべて単独出資なので，
当然 3社とも単独出資である。
　4.　進出目的
　マレーシアはアンケートと同様に計算すると，
現地市場（41.7％），第三国への輸出（25.0％），
法的・税制等の優遇措置（16.7％），安価な労働
力と本社等関連企業との関係が同率（8.3％）で
ある。現地市場の比率がアンケートの結果
（32.9％）よりも高い。シンガポールはアンケー
トと同様に計算すると，現地市場（33.3％），法
的・税制等の優遇措置（22.2％），第三国への輸
出（16.7％），安価な労働力と本社等関連企業と
の関係が同率で（11.1％），情報収集（6.9％）で
ある。アンケートの結果とほぼ同様である。
　5.　現地子会社の企業規模
　マレーシアは 2社とも 300 人以上で，アンケー
ト（53.3％）より大規模な企業の比率が高い。ホ
表 15-5　コア人材制度の受け入れ度の国別・各回別比較
中国
インド
ネシア
ベトナム インド 韓国 タイ
マレー
シア
シンガ
ポール
第 1回 1.90 1.80 1.61 2.38 1.86 2.20 2.10 2.20
第 2 回 2.49 1.92 2.24 1.94 2.00 1.92 2.20 2.42
差 ＋0.59 ＋0.12 ＋0.63 ＋0.44 ＋0.14 ＋0.28 ＋0.10 ＋0.22
マレーシアとシンガポールにおける日系企業のコア人材育成 13
ワイトカラーの人数も，B社は 100 人程度である
が，A社は 1600 人であり，アンケート平均より
もホワイトカラーの人数がかなり多い企業である。
シンガポールは 2社（C，E社）が 300 人未満で，
300 人以上の大規模な企業の比率は 33.3％で，ア
ンケートと同じである。
　ここからコア人材について，（1）充足度，（2）
採用方法と選抜要件，（3）選抜の決定時期，（4）
昇進させる職位と必要な職種，（5）育成施策と
キャリア形成パターンの変化，（6）定着施策，
（7）受け入れ度の順に見る。
　（1）コア人材の充足度
　マレーシアは，2社ともかなり不足で，特にA
社は他社から引き抜きにあったためコア人材不足
になったとのことである。アンケートと同様に計
算すると－2.0 で，アンケート（－1.07）よりも不
足感は強い。シンガポールも 3社ともかなり不足
であるが，シンガポールで優秀な人は，官僚に
なったり（C社），金融業界に行く（E社）ので，
一般企業には来ないためである。アンケートと同
様に計算すると－2.0 で，アンケート（－1.58）よ
りも不足感は強い。両国ともアジアの日系企業の
中でも不足感は強い。
　（2）採用方法・選抜要件
　採用方法について，マレーシアでは，A社は
ジョブフェアに来た人に面接して採用している。
B社は職業紹介機構を通じてと新聞・求人雑誌等
により採用しており，ポートクラン工業団地の近
くに住んでいる人が応募するとのことである。職
業紹介機構を通じての採用と新聞・求人雑誌等に
よる採用が多いのはアンケートと同様である。2
社とも他社からのヘッドハント，本社からの出向，
関連企業等からの出向・転籍は少なく，また後述
のようにコア人材選抜の決定時期が遅いことから，
内部育成・内部昇進が多いと考えられる。シンガ
ポールでは，3社とも職業紹介機構を通じた採用
を行っており，他社からのヘッドハント（C社）
や特定の職種の社員の採用（D社）に社員による
紹介を用いている。D社は本社からの派遣・出向
もある。E社は新聞・求人雑誌等による採用が最
も多い。これらはアンケートと同様の傾向である。
シンガポールは他社からのヘッドハントや本社か
らの派遣・出向もあり，内部育成・内部昇進との
二本立てと考えられる。
　選抜要件について，マレーシアでアンケートと
同様に計算すると，1位は同率でリーダーシップ
と社内外での過去の実績（25.0％），3位も同率で
実行力と人柄（16.7％），5位も同率で問題解決力
と専門性（12.5％）である。10％以上はここまで
である。1位のリーダーシップはアンケートと同
じであるが，アンケートよりも社内外での過去の
実績を重視している。シンガポールでもアンケー
トと同様に計算すると，1 位はリーダーシップ
（38.9％），2位は社内外での過去の実績（27.8％），
3 位は学歴（16.7％），4 位実行力（11.1％），5 位
専門性（5.6％）である。アンケートよりもリー
ダーシップ，社内外での過去の実績，学歴を重視
している。
　（3）コア人材選抜の決定時期について
　マレーシアでコア人材と見極めるのは 2社とも
入社後 5年以上である。入社後 3年以上という
企業の比率（100％）は，アンケート（59.9％）
よりかなり高い。ヒアリングした企業は早期選
抜・登用とはいえないと思われる。シンガポール
では，3社中 2 社が入社後 5年以上である（C，
D社），E社も未経験者は 3年以上である。入社
後 3 年以上という企業の比率（100％）はアン
ケート（83.3％）よりも高い。
　（4）コア人材を昇進させる職位と必要な職種
　昇進させる職位は，マレーシアではA社は子
会社役員，B社は子会社部長までである。A社は
日本人が指導している間は，子会社社長は難しい。
B社は開業当初，マレーシア企業との合弁だった
ので，子会社社長はマレーシア人だったが，単独
出資となり当面子会社社長の可能性はないとして
いる。シンガポールでは，3社ともシンガポール
人役員がおり，役員になるのは当然である。さら
に，3社中 2社ですでにシンガポール人が子会社
社長になっており（D，E社），C社もシンガポー
ル人が子会社社長になる可能性はあるとしている。
アンケートより子会社社長になる可能性はかなり
高い。
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　必要な職種は，マレーシアではA社は全 6職
種が必要であるが，中でもマレーシア人に技術を
移転するために開発・設計が最も必要としている。
B社は製造業なので，生産・技術と開発・設計は
当然で，他に営業，財務・経理も必要としている。
アンケートとは異なる結果である。シンガポール
では，営業が 2 社（C，D社），財務・経理，生
産・技術，総務・人事が各 1社である。アンケー
トとほぼ同様である。
　（5）コア人材としての育成施策とキャリア形成
のパターンについて
　育成施策は，マレーシアではA社が社外研修，
B社はコア人材を意識したキャリア形成である。
シンガポールでは，C社はグループ全体のグロー
バル人事の一環としてコア人材育成が行われ，D
社ではサクセッションプランがあり，研修を受講
すると子会社社長になる資格が得られる。E社は
課長を日本に派遣し将来性を見るなどコア人材を
意識したキャリア形成を行っている。
　キャリア形成のパターンは，マレーシアでは
A社は今まではパターン 3「一定年齢まで狭い範
囲の職務を経験し，企業内スペシャリストを育成
するキャリア」であるが，今後はパターン 1 の
「一定年齢までに幅広い職務を経験し，将来の中
核となる人材を育成するキャリア」に変える必要
があるとしている。B社は職種ごとの採用のため，
パターン 2「一定年齢まで 1つの職務で高度な専
門性を身に着け，その分野のプロフェッショナル
を育成するキャリア」であり，一種の職務給であ
る。シンガポールでは，C社は今まではパターン
2であるが，今後はパターン 1の「一定年齢まで
に幅広い職務を経験し，将来の中核となる人材を
育成するキャリア」にする予定である。D社は今
まではパターン 3であるが，今後はパターン 1に
するつもりである。E社はコア人材となる人は幅
広くいろいろな職場を知るべきなので，今までも
今後もパターン 1である。職務給に近いパターン
2はなくなり，3社とも今後はパターン 1となる。
　（6）コア人材を定着させるために有効な施策
　マレーシアでは，A社は「給与・賞与の反映
幅の拡大」，「昇進・昇格のスピード」，「裁量権の
拡大」が有効であるが，それよりも愛社精神を持
たせることで，国民車を作っているというプライ
ドが強ければ，給与で他社に移らないとしている。
B社は「裁量権の拡大」と「報奨金・奨励金制
度」の他に，通勤手当・食事手当，イベントなど
の「福利厚生の充実」も有効としている。シンガ
ポールでは，C社は「金と名誉が手に入る」ので
「給与・賞与の反映幅の拡大」と「昇進・昇格の
スピード」が，D社は目に見えるモティベーショ
ンになるので「昇進・昇格のスピード」が定着に
有効としている。E社はこの 2つに加えて，「能
力開発機会の拡充」と「裁量権の拡大」が有効と
している。E社のシンガポール人社長は，同社に
長期間（39 年）勤務したのは，他社で新たに苦
労するより，同社での安定した仕事環境を望んだ
ためであるとのことであった。
　（7）コア人材制度について
　マレーシアでは，A社は大いに受け入れられる，
B社はどちらかというと受け入れられるである。
アンケートと同様に計算すると，2.50 でアンケー
ト（2.20）よりさらに高い。
　シンガポールでは，3社ともどちらかというと
受け入れられるで，アンケートと同様に計算する
と，2.00 でアンケート（2.45）よりかなり低い。
4.　終 わ り に
　コア人材の育成にどのように取り組んでいるか
をマレーシアとシンガポールの日系企業について，
16 年調査と 02 年調査との比較を中心に見てきた。
（1）内部昇進・内部育成に関わる採用方法，（2）
早期選抜・登用に関わる決定時期，（3）経営者層
となれるかに関わる昇進させる職位，（4）職務等
級制度の採用と関わるキャリア形成のパターン，
（5）コア人材制度の受け入れ度について，アン
ケート調査とヒアリング調査を総合すると，以下
のとおりである。なお，マレーシアとシンガポー
ルを分けて述べる。
　1.　マレーシア
　（1）内部昇進・内部育成に関わる採用方法につ
いて
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　16 年調査では，新聞・求人雑誌等や職業紹介
機構を通じての採用，社員による紹介が比較的多
く，関連企業等からの転籍や他社からのヘッドハ
ントは少ないため，外部登用の可能性は低く，内
部昇進・育成中心と考えられる。
　（2）早期選抜・登用に関わる決定時期について
　16年調査の入社後3年以上に選抜される率（入
社後 3年以上が 59.9％）が，アジア 13 か国平均
（61.3％）とほぼ同じで，早い選抜・登用とはい
えない。
　（3）経営者層となれるかに関わる昇進させる職
位について
　16 年調査でもコア人材が昇進できる職位は子
会社部長までが圧倒的なのは 02 年調査と変わら
ず，役員までの比率（1.13）もアジア 13 か国平
均よりやや高い程度で，マレーシアでも日系企業
ではあまり経営者層になれないという点は変わっ
ていない。
　（4）キャリア形成のパターンについて
　16 年調査では職務給制度の採用と関わる 1つ
の職務に限定するキャリアパターン 2を取る企業
は今後少し減少するが，3つのパターンの中で 2
位である。ヒアリングに見るように職務給制度を
採っている企業はある。
　（5）コア人材制度の受け入れ度について
　02 年調査と比べると 0.10 点増加し，2.20 とな
り，アジア 13 か国の日系企業の平均 2.09 を上
回った。マレーシアは 2回目の調査で前回調査に
比べ合弁比率が下がった。同様の国には，他にイ
ンドとタイがある。インドとタイは受け入れ度が
前回調査も下回った。単独出資の比率が増えた分，
いわゆる年功序列的な日本企業の経営方法の影響
が強まったと考えられるが，それでもマレーシア
は受け入れ度が増加した。
　先進国一歩手前のマレーシアは，（1）内部昇
進・内部育成に関わる採用方法，（2）早期選抜・
登用に関わる決定時期，（3）経営者層となれるか
に関わる昇進させる職位については，他のアジア
諸国とあまり違いはない。（4）職務等級制度の採
用と関係するキャリア形成のパターンは職務給制
度と関わるキャリアパターン 2を取る企業が比較
的多い。（5）コア人材制度の受け入れ度について
は，02 年調査と比べると合弁比率が下がっても
受け入れ度が増加した。年功序列的な日本企業の
経営方法の影響が強まっても，マレーシアではそ
れ以上にコア人材制度の必要性が高まったと理解
できる。
　2.　シンガポール
　（1）内部昇進・内部育成に関わる採用方法につ
いて
　16 年調査では職業紹介機構よる採用，本社か
らの派遣，社員による紹介が多い。本社からの派
遣が多いため外部登用の可能性はあり，内部昇
進・育成中心との二本立てと考えられる。
　（2）早期選抜・登用に関わる決定時期について
　アジア 13 か国平均（入社後 3年以上が 61.3％）
よりも 16 年調査の選抜はかなり遅い（入社後 3
年以上が 83.3％）。早い選抜・登用とはいえない。
　（3）経営者層となれるかに関わる昇進させる職
位について
　16 年調査ではコア人材が昇進できる職位は子
会社役員までが大幅に増加し，「どちらかという
と多い」の 2点に近づいている。子会社社長に昇
進させる比率もかなり増加し，ヒアリングでも 3
社中 2社で子会社社長がシンガポール人で，1社
もシンガポール人役員がいる。実際は日本人役員
が過半数の企業が圧倒的に多いが，積極的にシン
ガポール人を役員に登用しようとする姿勢が見ら
れる。日系企業ではあまり経営者層（役員以上）
になれないということは，シンガポールではもは
や当てはまらない。
　（4）キャリア形成のパターンについて
　16 年調査では職務給制度の採用と関わる 1つ
の職務に限定するキャリアパターン 2を取る企業
は今後大きく減少し，3つのパターンの中で最も
少なくなる。今後キャリアパターン 2を取る企業
はアジア 13 か国平均よりも少ない。
　（5）コア人材制度の受け入れ度について
　02 年調査と比べると 0.22 点も増加し，2.42 と
なり，アジア 13 か国の日系企業の平均 2.09 を大
きく上回った。
　先進国入りしているシンガポールでは，コア人
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材は幅広い職務の経験が必要と考えている企業が
多いため，早期選抜・登用している企業はまだ少
ないが，積極的にシンガポール人を役員に登用し
ようとしており，今後はコア人材制度を受け入れ
ようとする姿勢が見られる。
　調査にご協力いただいた在マレーシア，シンガ
ポール日系企業の方々には大変お世話になりまし
た。謹んで感謝を表します。
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事例1　機械関連製造業A社（クアランプー
ル郊外ラワン工業団地）
1.　会 社 概 要
業　　種：自動車製造
設立年月：2002 年 1 月
進出目的：第 1位現地市場，第 2位法的・税制等
の優遇措置，第 3位安価な労働力
　同社はマレーシアの自動車会社グループの製造
部門を担当する会社である。
企業形態：日本側少数合弁 49％
現地従業員数：4904 人（内ホワイトカラー 1577
人）
管理職数：145 人（内日本人 36 人）
役員数：5 人（内日本 3人，社長は日本人）グ
ループ全体の社長はマレーシア人。
　日本人社長にヒアリングを行った。
2.　コア人材の充足度
　コア人材はかなり不足していると感じている。
それはマレーシア人の役員クラスの人とその下の
クラスの人（コア人材）でかなりギャップがある
からである。ギャップが発生した原因は，他の外
資系自動車メーカーから引き抜きにあったためで
ある。
3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材は，大学のジョブフェアで応募してき
た人に面接し採用している。
　コア人材の選抜要件として，第一にリーダー
シップ，第二に実行力，第三に問題解決力である。
現在の日本人が指導するやり方から，マレーシア
人主体のやり方に変えつつある。そのためには
リーダーシップや実行力がある人が必要である。
　コア人材となるかの最終決定は，現地子会社の
社長・役員が決める。部長以上は役員以上で作る
特別委員会で決定する。決定までの期間は，入社
後 5年以上である。早くから特別扱いするのは本
人もやりにくいと考える。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策としては，社外の研修に積
極的に参加させている。しかし，コア人材である
ほど仕事を抜けて研修に参加しにくいのが現実で
ある。
　コア人材のキャリア形成は，製造部門でも一つ
の業務だけでなく，一定年齢までに狭い範囲の職
務を経験し，企業内スペシャリストを育成する方
法である。例えば，現在現地の部品企業を育成し
ようと考えており，開発や生産の人も調達部門の
仕事を行っている。将来はコア人材となる人は幅
広い職務を経験する必要があると考えている。
5.　コア人材の職種と昇進させる職位
　コア人材として営業職，総務・人事職，財務・
経理職，開発・設計職，生産・技術職，法務・特
許職すべてが必要である。中でも開発・設計職が
非常に必要である。日本本社からいつまでも日本
人職員を送り続けられず，マレーシア人に技術を
移転しなければならないからである。
　コア人材を昇進させる職位として，製造部門の
子会社である同社の役員にはすでに昇進している
が，日本人が指導しているので子会社社長は当面
難しい。
6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着策としては，給与・賞与の反映
幅の拡大，昇進・昇格のスピード，裁量権の拡大
が有効であると思われるが，最も大事なのは愛社
精神を持たせることである。同社は製造業なので，
給与はそれほどよくないが，国民車を作っている
というプライドを高めたい。その気持ちが強けれ
ば給与で他社に移らないと考えている。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，選抜のための基準作りや評価
が難しく育成に費用や時間がかかるが，限られた
資源を有効に活用し，人材が流動化する中で有効
な人材育成のシステムであるので，大いに受け入
れられると考えている。
資料　ヒアリング調査の記録　マレーシアにおける日系企業
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事例2　消費関連製造業B社（ポートクラン
工業団地，クアラルンプールから車
で約2時間）
1.　会 社 概 要
業　　種：パーム油脂等の製造・販売
設立年月：1980 年 9 月
進出目的：第 1位第三国への輸出，第 2位現地市
場，第 3位本社等関連企業との関係。
　マレーシアは，パーム油脂等が手に入りやすい。
ポートクラン工業団地に進出したのは，港等のイ
ンフラが整備されているためである。
企業形態：日本側単独出資（2013 年より。それ
以前は日本側の多数合弁で，出資比率は 79％で
あった）。
現地従業員数：480 人（内ホワイトカラー 100 人）
管理職数：50 人（内日本人 13 人）
役員数：7人（日本人 7人）
　日本人副社長にヒアリングを行った。
2.　コア人材の充足度
　コア人材はかなり不足と感じている。
3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材の採用は，職業紹介機構を通じて（職
業紹介業者に登録）と新聞・求人雑誌等により採
用している。近くに住んでいる人が応募している。
　コア人材の選抜要件は，第一に社内外での過去
の実績，第二に人柄，第三に専門性である。大学
間のレベル差が大きいと感じている。専門性はま
だ日本側がカバーしている段階である。
　コア人材となるかは，人事制度評価に基づき，
現地子会社の社長・役員が最終的に決める。入社
後 5年で 80％が辞める現状があり，コア人材と
なるかの決定は，新卒社員は入社後 5年以上であ
る。5年くらいは昇給にあまり差を付けない。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策は，コア人材を意識した
キャリア形成を行っている。
　職種ごとの採用であるため，キャリアの形成は，
これまでも今後も一定年齢まで 1つの職務で高度
な専門性を身に着け，プロフェッショナルを育成
する方法をとる。
5.　コア人材の職種と昇進させる職位
　コア人材として，製造業なので生産・技術職，
開発・設計職は当然としてその他に，営業職，財
務・経理職も非常に必要である。
　昇進については，現在は子会社部長までである。
合弁時代の子会社社長は現地人であったが，当面
コア人材から子会社社長の可能性はない。
6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着策としては，裁量権の拡大と報
奨金・奨励金制度が非常に有効である。また，福
利厚生も有効で通勤手当・食事手当を出している
ほか，会社主催でスポーツ大会などのイベントを
年 2〜 3回行っている。これによりマレー系と中
国系の民族の壁を破りたいと思っているが，中国
系はあまり参加しない。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，コア人材の要件を満たす人材
が少ないが，世の中の変化に対応でき，人材が流
動化する中で有効な人材育成のシステムであるの
で，どちらかというと受け入れられると理解して
いる。ただし，自社内でコア人材を育成するのは
難しいと感じている。
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事例3　機械関連製造業C社（ジュロン工業
団地，シンガポール郊外）
1.　会 社 概 要
業　　種：減速機の製造・販売
設立年月：1995 年 12 月
進出目的：第 1位現地市場，第 2位第三国への輸
出，第 3位法的・税制等の優遇措置
　同社の本社は減速機では日本市場の 60％，世
界市場の 10％を占める。同社は東南アジア全域
を見る立場にある。
企業形態：日本側の単独出資。
現地従業員数：58 人（内ホワイトカラー 43 人）
管理職数：8人（内日本人 3人）
役員数：2 人（日本人 1人＝社長，もう 1人の
役員はシンガポール人で勤続 20 年以上）
　日本人社長にヒアリングを行った。
2.　コア人材のイメージ・充足度
　コア人材のイメージは，シンガポールの同社だ
けでなく，グローバルに仕事のできる人である。
そういう意味でのコア人材はかなり不足している
と感じている。シンガポールで本当に優秀な人
（シンガポールの大学を出ている人）は官僚とな
り，メーカーには来ないようである。
3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材は職業紹介機構により採用を行ってい
る。他社からのヘッドハントも行っているが，そ
の場合信用できるので社員による紹介が多い。
　コア人材の選抜要件として，第一にリーダー
シップ，第二に社内外での過去の実績，第三に実
行力である。リーダーシップと実行力は東南アジ
ア全域を引っ張るには不可欠である。
　コア人材となるかの最終決定は，現地子会社の
社長・役員が行う。決定までの期間は，入社後 5
年以上である。中途入社なら別だが，一から仕事
を覚えるとコア人材か否かを見極めるのに 5年以
上必要。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策は，シンガポールの同社だ
けでは無理で，グループ企業全体で行うべきもの
と考えているので，同社だけの施策は特にない。
同社のグループはグローバル人事を行っている。
中国の総代表は同社に元いたシンガポールの人で
ある。
　コア人材のキャリア形成としては，これまでは
一定年齢まで 1つの職務で高度な専門性を身に着
けるプロフェッショナルを育成する方法であるが，
今後は一定年齢まで幅広い職務を経験させる方法
を取る予定である。
5.　コア人材を昇進させる職位と必要な職種
　コア人材を非常に必要とする職種は，まず営業
である。同社の製品は各個人の社員が顧客を持つ
ので，顔つなぎの訪問も必要である。財務・経理
も非常に必要で，同社だけでなく東南アジア全域
を取りまとめられる人が必要である。
　同社では役員がすでに出ており，日本人社長は
現地の人が社長になる可能性もあると考えている。
6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着策としては，給与・賞与の反映
幅の拡大，昇進・昇格のスピード，能力開発機会
の拡充，裁量権の拡大が非常に有効である。中で
も給与・賞与の反映幅の拡大と昇進・昇格のス
ピードは金と名誉が同時に得られるため，有効だ
と考えている。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，育成に費用や時間がかかるが，
限られた資源を有効に活用するシステムであるた
めどちらかというと受け入れられると考えている。
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事例4　運輸・通信業D社（チャンギー空港
近辺）
1.　会 社 概 要
業　　種：物流業
設立年月：1997 年 2 月
進出目的：第 1位現地市場，第 2位本社等関連企
業との関係，第 3位情報収集
　以前は日本からシンガポール等海外への輸送が
主だったが，現在はシンガポールからタイ等日本
を通さない輸送が増えている。そういう意味で現
地市場が重要である。また，シンガポールは東南
アジアの物流の中心で，世界中の様々な物流企業
が進出しているので，他社の情報を収集すること
も進出目的である。
企業形態：単独出資
現地従業員数：500 人（内ホワイトカラー 100 人）
管理職数：50 人（内日本人 15 人）
役員数：7人（日本人 2人，社長は 2代続けてシ
ンガポール人）
　同社上級部長にヒアリングした。
2.　コア人材の充足度
　前述のように同社は 2代続いてシンガポール人
が社長であるが，そのように同社を背負って立つ
ようなコア人材は，現在のところかなり不足して
いると感じている。
3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材は，特定の職種の社員を採用する場合
などは社員による紹介が多い。職業紹介機構を通
じての採用や日本本社からの派遣・出向もある。
　コア人材の選抜要件は，第一に社内外での過去
の実績，第二にリーダーシップ，第三に専門性で
ある。実績を上げるにはリーダーシップが必要だ
と理解している。
　コア人材を最終的に決定するのは子会社のシン
ガポール人社長と日本人役員である。決定する時
期は，下記のような様々な研修を経る必要がある
ため入社後 5年以上である。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策として，サクセッションプ
ランがあり，シニアマネジメント研修を受講する
と子会社社長になる資格を得られる。
　コア人材のキャリア形成は，これまでは一定年
齢まで狭い範囲の職務を経験するスペシャリスト
を育成する方法であるが，今後は幅広い職務を経
験させる方法にするつもりである。例えば，シン
ガポールで倉庫管理を専門とする人をカンボジア
に派遣し，そこで実績を上げれば，さらに上の地
位につけるなど。
5.　コア人材を昇進させる職位と職種
　物流業は営業会社であると理解している。現地
市場が重要であり，得意先のシンガポール人との
コミュニケーションにおいても，コア人材の職種
としてシンガポール人の営業職が非常に必要であ
る。
　コア人材の昇進は，すでに子会社社長が 2代続
けて現地人（シンガポール人）であり，子会社役
員・社長も当然である。
6.　コア人材の定着策
　給与・賞与の反映幅の拡大，昇進・昇格のス
ピード，能力開発の機会の拡充，裁量権の拡大が
コア人材の定着に非常に有効である。中でもが昇
進・昇格のスピードが最も有効であると考えてい
る。目に見える形にすることが定着のモチベー
ションを上げることになると考えている。その面
で昇進・昇格のスピードが最も有効である。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，コア人材選抜のための基準作
りや評価が難しいが，世の中の変化に対応できる
システムであり，限られた資源を有効に活用する
システムであるため，どちらかというと受け入れ
られると考えている。ジョブホップが多いため，
優秀な人材を長く保持することは容易ではない。
そのような環境と割り切ったうえで研修や人事制
度の改善でロイヤリティを高めていくほかないと
考えている。
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事例5　機械関連製造業 E社（ジュロン工業
団地，シンガポール郊外）
1.　会 社 概 要
業　　種：自動車部品製造，東南アジアに 8 社
ある同社グループの地域本社である。
設立年月：1977 年 7 月
企業形態：単独出資
進出目的：1位法的・税制等の優遇措置，2位安
価な労働力。3位第三国への輸出。これらは 1977
年当時の進出目的である。
現地従業員数：200 人（ホワイトカラー 80 人）
管理職数：16 人（日本人 7人）
役員数：４人（シンガポール人社長，他に役員は，
シンガポール人 1人と日本人 2人，そのうちの 1
人は日本にいる）
　シンガポール人社長に日本語でヒアリングした。
同社長は同社創業以来 39 年勤続している。もう
1人のシンガポール人役員も勤続 39 年である。
2.　コア人材の充足度
　シンガポールでは優秀な人は賃金の高い金融関
係に就職し，製造業には来ないため，コア人材と
なるような人材はかなり不足していると感じてい
る。
3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材は，新聞・求人雑誌等から応募してき
た人に面接と試験をして採用している。職業紹介
機構を通じての採用とインターネットによる採用
も行っている。
　コア人材の選抜要件は，第一に学歴，第二に
リーダーシップ，第三に実行力である。学歴を重
視するのは，大卒なら英語も中国語もできるから
である。
　コア人材を最終的に決定するのは，現地子会社
の社長と役員で，本社に推薦する。
　コア人材を決定する時期は，他の会社で経験の
ある人なら入社後 1〜 3年である。経験のない人
は，製造現場を体験する必要があるので，もっと
時間がかかる。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策として，主としてコア人材
を意識したキャリア形成を行っている。例えば，
課長は 6か月の試用期間に日本の工場へ派遣し，
将来性を見る等している。
　コア人材のキャリア形成は，今までも今後も幅
広い職務を経験し，中核となる人材を育成する方
法である。コア人材となる人は幅広くいろいろな
職場を知るべきだと考えるからである。
5.　コア人材を昇進させる職位と必要な職種
　製造業なので生産・技術職がコア人材の職種と
して非常に必要である。さらに，総務・人事職も
非常に必要である。なぜなら，日系企業は事業部
の推薦で人事が決まることが多いが，人事課が独
立して人事を決めるべきと考えているからである。
　コア人材の昇進は，すでに子会社社長が現地人
（シンガポール人）であり，子会社役員にもシン
ガポール人がおり，子会社役員・社長に昇進する
のは当然である。
6.　コア人材の定着策
　給与・賞与の反映幅の拡大，昇進・昇格のス
ピード，能力開発の拡充，裁量権の拡大がコア人
材の定着に非常に有効であると考えている。ジョ
ブホップの多いシンガポールであるが，同社長が
同社に長期間勤務したのは，他社で新たに苦労す
るより，同社での安定した仕事環境を望んだため
であるとのことであった。
7.　コア人材に対する考え方
　前述のように，シンガポールでは非常に優秀な
人は製造業に来ないので，コア人材の要件を満た
す人材が少ない。しかし，コア人材制度は，世の
中の変化に対応でき，能力があるものを魅きつけ
るシステムであるので，どちらかというと受け入
れられると思われる。
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